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１．法的根拠 

 

（卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置） 

【建築基準法】 

第５１条 

都市計画区域内においては、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他政

令で定める処理施設の用途に供する建築物は、都市計画においてその敷地の位置が決定している

ものでなければ、新築し、又は増築してはならない。ただし、特定行政庁が都道府県都市計画審

議会（その敷地の位置を都市計画に定めるべき者が市町村であり、かつ、その敷地が所在する市

町村に市町村都市計画審議会が置かれている場合にあつては、当該市町村都市計画審議会）の議

を経てその敷地の位置が都市計画上支障がないと認めて許可した場合又は政令で定める規模の範

囲内において新築し、若しくは増築する場合においては、この限りでない。 

 

（卸売市場等の用途に供する特殊建築物の位置に対する制限の緩和） 

【建築基準法施行令】 

第１３０条の２の３ 

法第５１条ただし書の規定により政令で定める新築、増築又は用途変更の規模は、次に定める

ものとする。 

三 工業地域又は工業専用地域内における産業廃棄物処理施設の用途に供する建築物に係る新

築、増築又は用途変更 

  １日当たりの処理能力（増築又は用途変更の場合にあっては、増築又は用途変更後の処理

能力）が当該処理施設の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以下のもの 

 ヌ 廃棄物処理法施行令第 2条第二号に掲げる廃棄物（事業活動に伴って生じたものに限 

  る。）又はがれき類の破砕施設 １００t 

六 法第 51 条ただし書の規定による許可を受けた産業廃棄物処理施設の用途に供する建築物    

 又は法第3条第2項の規定により法第51条の規定の適用を受けない当該用途に供する建築物 

 に係る増築又は用途変更 

  増築又は用途変更後の処理能力が、それぞれイ若しくはロに掲げる処理能力の 1.5 倍以下 

 又は産業廃棄物処理施設の種類に応じてそれぞれ第三号に掲げる処理能力の 1.5 倍以下のも 

 の 

 イ 当該許可に関わる建築又は用途変更後の処理能力 
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【その他政令で定める処理施設】 

建築基準法第５１条に規定されている政令で 

定める処理施設 
基準時処理能力 

新規設備設置後の 

処理能力 
取扱廃棄物・処理の種類 処理能力 

汚泥の焼却 

（能力増） 

基準時の 1.5 倍

を超えるもの 
５６．４ ㎥/日 

１０７．７ ㎥/日 

（基準時の 1.91 倍） 

廃プラスチック類の焼却 

（能力増） 

基準時の 1.5 倍

を超えるもの 
３３．６ t/日 

６３．３ t/日 

（基準時の 1.88 倍） 

その他産業廃棄物の焼却 

（能力増） 

基準時の 1.5 倍

を超えるもの 
９３．６ t/日 

１８７．７ t/日 

（基準時の 1.99 倍） 

廃プラスチック類の破砕 

（能力増） 

基準時の 1.5 倍

を超えるもの 
５６ t/日 

２２８．５８ t/日 

（基準時の 4.08 倍） 

木くずの破砕 

（新規） 

100t/日を 

超えるもの 
０ t/日 １３０．７ t/日 

がれき類の破砕 

（新規） 

100t/日を 

超えるもの 
０ t/日 ２１３．８ t/日 
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２．環境影響調査資料 

 

 騒音・振動評価地点 配置図  
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 騒音の目標値・予測値  

 

 

 振動の目標値・予測値  
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 悪臭評価地点 配置図  

 

 

 悪臭の規制値・予測値  
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 臭気強度について  

 

 

 

 特定悪臭物質規制基準  

 


